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地方長官会議と戦前期教育政策（１）
柏 　 木 　 　 敦
はじめに
　本稿はアジア・太平洋戦前期における地方長官会議の、中央・地方双方における教育政
策上の役割について検証することを目的とするものである。
　地方長官会議は「近代日本における「中央と地方」・「国家と地域」の問題を、全国各府
県の状況に照らして「定点観測」しうる素材」と位置づけられ1、竹永三男によって関係
資料の収集と、その史的役割についての検討が進められている2。
　竹永はアジア・太平洋戦前期の地方長官会議の性格に関して「議決機関・諮問会的色彩
がつよかったが、漸次指示会議的色彩をつよめたようである」3という『内務省史』の位
置づけに対し、「地方長官会議の基本的な役割は、時の内閣の重点政策について各省大臣
から訓示・指示を行ってその徹底をはかるとともに、各地方長官からの意見を徴し、協議
を行うことにあった」4というやや踏み込んだ位置づけを行って、戦前期地方長官会議を
時期区分した上でそれぞれをタイプ分けし、役割をまとめた5。加えて竹永は日露戦後に
おいて地方長官会議が「政府—内務省による、地方行政とその責任者である地方長官に対
する＜双方向統轄システム＞として確立」するとしている6。また地方長官会議に関わる
研究課題については竹永が示すとおりである7。
　このように地方長官会議全体の史的役割についての検討は進められているものの、教育
政策史の領域では、地方長官会議を中心的に、あるいは体系的に取り扱った研究は管見に
入らない8。といって地方長官会議そのものが日本教育史研究の領域において全く取り扱
われていなかったということではなく、むしろその重要な役割は早くから認識されていた
いってよい。個別研究の中で地方長官会議に重要な役割を見いだしていた研究として、例
えば1890（明治23）年の地方長官会議については海後宗臣『教育勅語成立史の研究』（私家
版、1965年）9、倉澤剛『小学校の歴史』Ⅱ（ジャパンライブラリービューロー、1965年）、
稲田正次『教育勅語成立過程の研究』（講談社、1971年）10、国立教育研究所編『日本近代
教育百年史』第1巻（1973年）、佐藤秀夫編『続　現代史資料　御真影と教育勅語』11がある。
1900（明治33）年の地方長官会議については『日本近代教育百年史』第4巻（1974年）、梶山
雅史『近代日本教科書史研究』（ミネルヴァ書房、1988年）、1906（明治39）年の地方長官会
議については宮地正人『日露戦後政治史の研究』（東京大学出版会、1973年）において取り
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上げられている。これらの諸研究では、それぞれになされた建議や指示・訓示が重要な役
割を示していたことが示されているが、いずれも教育制度政策に関わる地方長官会議の役
割や関与を継続的な検討対象とはしてはいない。
　地方長官会議そのものが正面から取り扱われることがないという研究状況を生み出して
いるのは、すでに指摘されているように地方長官会議関係資料そのものの系統的な調査・
閲覧が困難なことが一因としてあると考えられる12。「地方長官会議」というタームも、実
際の史料の中では「地方長官会議」「地方官会議」の双方が混在していて、例えば岐阜県
庁文書「明治三十九年地方官会議ニ於ケル地方長官意見書」13などは、タイトルのみから
見ても如上のありようが看取できるし、他にも「地方長官会議ニ於ケル訓示及注意事項」
と題した資料の中にあって「地方官会議大蔵省注意事項」とされているなど14、当時にあっ
ても「地方長官会議」「地方官会議」は混在して用いられることが普通であったとみるこ
とができる。資料の散在に加えて上述のように資料上のタームそのものが一定しないこと
も、地方長官会議の対象化を阻んでいるといってよいだろう。
　本稿はこうした研究状況を踏まえ、特に教育史・教育政策史の観点から地方長官会議の
役割を明らかにすることを最終的な目的としつつ、筆者がこれまでに調査・収集した地方
長官会議資料から、会議の詳細および変遷するその性格を検証するものである。
1.　資料の状況
1875（明治8）年から1947（昭和22）年まで、のべにして113回（1898年の臨時地方長官会
議を含む）に亘って開催された地方長官会議の資料を通覧できる条件は今のところない
といってよい。
地方長官会議関係資料の状況を、まず刊行物から確認すると、翻刻資料（集）としては
1875（明治8）年から1880（明治13）年の地方官会議資料を翻刻した我部政男・広瀬順晧・
西川誠編『明治前期・地方官会議史料集成』（柏書房、1996年）がある。また国立公文書
館に収められた地方長官会議における特高関係資料を復刻した荻野富士夫編『特高警察
関係資料集成』第25巻（不二出版、1993年）がある。
この他内閣『地方長官会議ニ於ケル　内閣総理大臣訓示集（自明治三十六年一月至 昭 和 十 一 年 一 月）』（1936年、国立公文書館蔵）15は、
タイトルにもあるとおり1903（明治36）年から1936（昭和11年）の地方長官会議における内
閣総理大臣の訓示のみを集めたものである。文部省大臣官房総務課『歴代文部大臣式辞
集』（大蔵省印刷局、1969年）には1881（明治14）年から1946（昭和21）年まで16の地方長官
会議における文部大臣の訓示類が収録されている。なお文部大臣の訓示類は『文部時報』
『教育公報』『帝国教育』にも見いだすことができる。
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　当然のことながら上記の刊行資料では、地方長官会議の断片しか知ることはできない。
地方長官会議の実際を検討するならば各地方に残された資料を検討する必要がある。筆者
はこれまで東京都、埼玉県、奈良県、大阪府、宮崎県、大分県、岡山県、山口県、宮城県、
岐阜県、滋賀県、秋田県16において、地方長官会議およびその関係資料の有無を調査して
きた。これらの地域においてこれまで調査・収集した資料を、本稿では1888（明治21）年か
ら1912（明治45）年分まで示しておく【表1】。1887（明治20）年以前は、すでに翻刻されてい
る時期を除いて纏まった資料が見いだせないため割愛する。
【表１】
回 年 開 催初日月日 総理大臣 文部大臣 資 料 お よ び 備 考
刊 行 資 料
参考資料等
14 1888年（明治21年） 2月13日 伊藤博文 森有礼
東 京 都 公 文 書 館「 明 治 廿
一 年　 地 方 官 会 議 書 類 」
（617-B6-3）
15 1889年（明治22年） 2月13日 黒田清隆 森有礼*
「明治二十二年
二月八日　文部
大臣官邸ニ於テ
地方長官ニ演述
ノ 要 旨 」（ 国 立
国会図書館蔵）
16 1890年（明治23年） 2月12日 山縣有朋 榎本武揚
東京都公文書館「明治廿三
年二月地方官会議々書並筆
記」（618-B7-11）山口県庁文
書「明治十七年明治三十二
年内訓内達通牒其他綴」徳
育涵養ノ義ニ付建議ほかの
建議含む。2月13日地方官集
会の節内務大臣演説の大意。
埼玉県立文書館「学務部　
区域」（明1845）二月付建議
二件、東京府知事より送付（3
月）
国民精神文化研
究 所『 教 育 勅
語 渙 発 関 係 資
料 集 』 ２（1939
年 ）「 地 方 長 官
会議における榎
本文部大臣回答
要 旨 」、 佐 藤 秀
夫編『教育　御
真影と教育勅語
Ⅰ』（続・現代史
資料８、1994年）
「明治二十三年
の地方長官会議
とその建議」
17 11月24日 山縣有朋 芳川顕正
18 1891年（明治24年） 4月21日 山縣有朋 芳川顕正
東京都公文書館「明治廿四
年 四 月　 地 方 長 官 会 議 議
事 筆 記 」（619-B4-19）、「 明
治 二 十 四 年　 建 議 諸 案 」
（610-B6-11）教育事項ニ関ス
ル建議案（三点）
『文部省普通学
務局例規類纂』
第 一 編、128〜
133、128〜「 上
京地方官宛」例
規あり。
19 10月29日 松方正義 大木喬任
20 1892年（明治25年） 4月7日 松方正義 大木喬任
東京都公文書館「明治廿五
年四月地方官会議々決建議
書」（619-D4-14）「町村立小
学校教員薦挙方法改正ノ議」
（文部大臣宛建議文）
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回 年 開 催初日月日 総理大臣 文部大臣 資 料 お よ び 備 考
刊 行 資 料
参考資料等
21 9月11日 伊藤博文 河野敏鎌
東京都公文書館「明治廿五
年 九 月 臨 時 地 方 官 会 議 々
決 建 議 書 類 　 附 日 誌 」
（619-D4-13）
22 1893年（明治26年） 4月17日 伊藤博文 井上毅
23 1894年（明治27年） 1月22日 伊藤博文 井上毅
東京都公文書館「明治廿七
年一月廿三日　地方官会議
中雑書」（620-A5-9）。埼玉県
立文書館「学務部　雑款」（明
1885）「地方官会議ノ際諮問
ノ案回付」（但し「目録」のみ）
24 3月13日 伊藤博文 井上毅
山口県庁文書「明治二十七
年春季地方長官集会録」（訓
示なし）「府県知事ノ職権ト
府県会トノ畛域ヲ明ニシ互
ニ相審判スルコト勿ラシム
ルノ件」ほか全６件
6月？日 伊藤博文 井上毅
臨時地方長官会
議。 飯 塚 一 幸、
1996年、 竹 永、
1996年による。
25 1895年（明治28年） 6月1日 伊藤博文 西園寺公望
山口県庁文書「明治十七年
明治三十七年内訓内達通牒」
野村内務大臣演説大意（六月
三日）
26 10月18日 伊藤博文 西園寺公望
27 1896年（明治29年） 5月13日 伊藤博文 西園寺公望
東京都公文書館「府立学校
府立学校職員ニ関スル書類」
（621-C5-1）「尋常師範学校卒
業生服務ノ儀ニ付通牒」（尋
常中学校に関する部分のみ
抄録）。埼玉県立文書館「学
務部　学校」（明3226）地方
長官会議の際文部大臣より
諮問の件、答申（「諮問案」
回答有り）。宮崎県庁文書
「学事関係諸令達通帳明治
二十七年明治二十九年」（諮
問案、回答）
28 10月12日 松方正義 蜂須賀茂韶
大阪府公文書館「明治三十四
年秘書綴　甲　知事官房」
（樺山内務大臣訓示、「地方
行政ニ関スル内務大臣ノ訓
令及訓示」）
29 1897年（明治30年） 6月2日
黒田清隆
（臨時） 蜂須賀茂韶
大阪府公文書館「明治三十四
年秘書綴　甲　知事官房」
（「樺山内務大臣訓示、「地方
行政ニ関スル内務大臣ノ訓
令及訓示」）、岐阜県庁文書
「明治三十年五月第一回地方
官会議諮案」上申書あり。
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回 年 開 催初日月日 総理大臣 文部大臣 資 料 お よ び 備 考
刊 行 資 料
参考資料等
30 1898年（明治31年） 2月2日 伊藤博文 西園寺公望
大阪府公文書館「明治三十四
年秘書綴　甲　知事官房」
（芳川内務大臣訓令、「地方
行政ニ関スル内務大臣ノ訓
令及訓示」）、この年「知事諮
問会」あり（山口県庁文書「明
治十七年明治三十七年内訓
内達通牒」）
31 1899年（明治32年） 4月17日 山縣有朋 樺山資紀
東京都公文書館「第三課文書
　学務　官房」（623-C2-14）、
山口県庁文書「明治十七年明
治三十七年内訓内達通牒」山
縣総理大臣訓示（4月17日）、
西郷内務大臣演説要領、奈
良県庁文書「自明治三十二年
一月至明治三十五年五月　
文部省通牒綴　教育課学務」
「 樺 山 資 紀　 地
方長官会議〔訓
示〕」『歴代文部
大臣式辞集』1、
『教育公報』第
226〜227号。
32 1900年（明治33年） 4月2日 山縣有朋 樺山資紀
東京都公文書館「明治三十三
年四月　地方官会議書類」
（604-A4-15）、建議二件（草
案 有 り ）。「 地 方 官 意 見 」
（604-A4-14）、 地 方 長 官 会
議関係のものかどうかは不
明、「事務簡捷ニ関スル件（文
部省ノ部）」。奈良県庁文書
（五月）。岐阜県庁文書「明治
三十三年四月地方官会議ニ
諮問事項」小学校令案。埼玉
県公文書館「雑款」（明2480）
河川工事に関わる内務大臣
宛建議のみ（「理由」付き）。
「学務部　学校」（明3261）東
京府知事より教科用図書、
小学校令改正案の就学督促
規定に関わる建議送付
33 1901年（明治34年） 6月27日 桂　太郎 菊池大麓
大阪府公文書館「明治三十四
年秘書綴　甲　知事官房」
（内海内務大臣訓示、「地方
行政ニ関スル内務大臣ノ訓
令及訓示」）
「 菊 池 大 麓　 地
方長官会議〔演
説〕」『歴代文部
大 臣 式 辞 集 』、
『菊池前文相演
述　九十九集』
34 1902年（明治35年） 4月23日 桂　太郎 菊池大麓
『菊池前文相演
述　九十九集』
35 1903年（明治36年） 1月16日 桂　太郎 菊池大麓
埼玉県立文書館「大三年官
房部　雑書綴」（大405）桂内
閣総理大臣訓示）、大蔵大臣
演説要領
「桂内閣総理大
臣 訓 示（ 明 治36
年1月17日 ）『 内
閣総理大臣訓示
集 』『 菊 池 前 文
相演述　九十九
集』
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回 年 開 催初日月日 総理大臣 文部大臣 資 料 お よ び 備 考
刊 行 資 料
参考資料等
36 8月10日 桂　太郎 児玉源太郎
大阪府公文書館「明治三十四
年秘書綴　甲　知事官房」
（B0-59-20）内務大臣訓示、文
部大臣訓示、地方長官会議
ニ於ケル総裁ノ演説
「桂内閣総理大
臣 訓 示（ 明 治36
年8月）『内閣総
理大臣訓示集』
37 1904年（明治37年） 2月10日 桂　太郎 久保田譲
「桂内閣総理大
臣 訓 示（ 明 治37
年2月10日 ）『 内
閣総理大臣訓示
集』
38 10月5日 桂　太郎 久保田譲
埼玉県立文書館「職制　官
紀」（明1979）桂内閣総理大
臣訓示要項、内務大臣演示
要領、内務大臣指示事項、
大蔵大臣演説、文部大臣演
説要旨。「官房部、雑書綴」（大
406）
39 1905年（明治38年） 2月24日 桂　太郎 久保田譲
大阪府公文書館「秘書綴」
（BO-59-27）明 治 三 十 八 年
二 月 廿 四 日 地 方 長 官 会 議
ニ 於 ケ ル 芳 川 内 相 訓 示 大
要））。大阪府公文書館「明
治三十四年秘書綴　甲　知
事官房」（B0-59-20）「九月」
の地方長官会同のための演
説要領。埼玉県立文書館、「官
房部、雑書綴」（大406）内務
大臣、文部大臣訓示。
40 1906年（明治39年） 4月25日 西園寺公望 牧野伸顕
大阪府公文書館「秘書綴」
（BO-59-27）「秘　各大臣訓
示　附　注意事項」、奈良県
立図書情報館「明治四十年
　地方長官会議書類」（各地
方長官からの「意見」）。宮
城県公文書館「明治三十九
年地方官会議関係書類」岐
阜県庁文書（各地方長官から
の「意見」）、埼玉県立文書
館「地方長官会議書類」明
1996（西園寺内閣総理大臣訓
示、原内務大臣訓示演説要
旨、地方官会同ノ際陸軍大
臣口演訓示要領、（外ニ農商
務大臣訓示ハ印刷中）、文部
大臣訓示筆記（明治三十九年
四月二十八日）、「内務大臣
秘書官」、嘉納治五郎告辞）
「西園寺内閣総
理大臣訓示（明
治 3 9 年 4 月 2 5
日）」『内閣総理
大臣訓示集』「牧
野伸顕　地方長
官会議〔訓示〕」
『歴代文部大臣
式辞集』
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回 年 開 催初日月日 総理大臣 文部大臣 資 料 お よ び 備 考
刊 行 資 料
参考資料等
41 1907年（明治40年） 4月11日 西園寺公望 牧野伸顕
大阪府公文書館「秘書綴」
（BO-59-27）「牧野文部大臣
演説要領」、諮問「教育ニ関
スル事項」、奈良県立図書情
報館「明治四十年　地方長
官会議書類」（各地方長官が
提出した意見）。宮城県公
文書館「明治四十年四月　
地方長官会議関係書類」岐
阜県庁文書「明治四十年地
方官会議提出意見書」「明
治四十年四月地方官会議書
類」（いずれも「明治三十九
年地方官会議ニ於ケル地方
長官意見書」に含まれてい
る）。阪谷大蔵大臣演説、原
内務大臣訓示演説要旨、牧
野文部大臣演説要領、陸軍
大臣口演ノ要旨。東京都公
文 書 館「 明 治 四 十 年 四 月
　地方長官会議訓示要領」
（628-D5-8）西園寺総理大臣訓
示ノ要旨、原内務大臣訓示
演説要旨、阪谷大蔵大臣演
説、牧野文部大臣演説要領、
陸軍大臣口演ノ要旨、農商
務大臣演説筆記写
「西園寺内閣総
理大臣訓示（明
治 4 0 年 4 月 1 1
日）」『内閣総理
大臣訓示集』
42 1908年（明治41年） 4月9日 西園寺公望 牧野伸顕
岐阜県庁文書「明治四十一
年　地方官会議書類」（意見
書簿冊含む）大蔵大臣演説、
陸軍大臣口演要旨、文部大
臣訓示概要（蒟蒻版）
43 10月14日 桂　太郎 小松原英太郎
岐阜県庁文書「明治四十一
年十月　地方官会議ニ於ケ
ル 大 臣 訓 示 演 説 」（「 明 治
四十二年五月地方官会議書
類」が綴じられている）桂内
閣総理大臣訓示、桂大蔵大
臣訓示、内務大臣訓示（タイ
トルなし）、大浦農商務大臣
訓示ノ要旨、小松原文部大
臣訓示要領、司法大臣演説
筆記
桂内閣総理大臣
訓 示（ 明 治41年
10月14日 ）『 内
閣総理大臣訓示
集』
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刊 行 資 料
参考資料等
44 1909年（明治42年） 5月6日 桂　太郎 小松原英太郎
宮城県庁文書「自明治四十一
年至同四十二年　地方長官
会議関係書類」「明治四十二
年五月十二日地方長官会議
ニ於ケル　小松原文部大臣
ノ訓示要領」（「注意事項」あ
り ）。 岐 阜 県 庁 文 書「 明 治
四十二年五月地方官会議書
類」」（前年の簿冊と共に綴じ
られている）総理大臣演説
（？タイトルなし、蒟蒻版）、
内務大臣演示、小松原文部
大臣ノ訓示要領、農商務大
臣訓示ノ要旨、陸軍大臣口
演要旨、司法大臣訓示要領、
地方官会議ノ日割。滋賀県
庁文書「自明治三十三年至
明治四十二年　閣省通牒書
類」」「明治四十二年五月十二
日地方長官会議ニ於ケル　
小松原文部大臣ノ訓示要領」
（文部大臣官房秘書課からの
通牒文あり）」
桂内閣総理大臣
訓示（明治42年5
月6日）『内閣総
理大臣訓示集』
45 1910年（明治43年） 4月15日 桂　太郎 小松原英太郎
山口県庁文書「明治四十四
年四十五年　地方長官会議
提出事項」桂内閣総理大臣
訓示（四月十五日）、平田内
務大臣訓示（四月十七日）、
陸軍大臣口演要旨（四月十八
日 ）、 大 蔵 大 臣 訓 示（ 四 月
十五日）、農商務大臣訓示（四
月とのみ）、逓信大臣訓示演
説、小松原文部大臣訓示要
領（四月二十二日）、「注意
事項」、内務大臣指示事項、
諮問。宮城県庁文書「明治
四十四年四月　地方官会議
関係書類」「明治四十四年四
月二十二日地方長官会議ニ
於ケル小松原文部大臣訓示
要領」（注意事項三点）、岐
阜県庁文書「明治四十四年
四月　地方官会議書類」総
理大臣訓示写、平田内務大
臣演示、大蔵大臣訓示、陸
軍大臣口演要旨、小松原文
部大臣訓示要領（注意事項も
あり）、農商務大臣訓示要旨。
岐阜県庁文書「明治四十三
年四月　地方官会議附属書
類」
桂内閣総理大臣
訓示（明治43年4
月15日）『内閣総
理大臣訓示集』
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46 1911年（明治44年） 4月15日 桂　太郎 小松原英太郎
山口県庁文書「明治四十四
年四十五年　地方長官会議
提出事項」桂内閣総理大臣
訓示（四月十五日）、平田内
務大臣訓示（四月十七日）、
陸軍大臣口演要旨（四月十八
日 ）、 大 蔵 大 臣 訓 示（ 四 月
十五日）、農商務大臣訓示（四
月とのみ）、逓信大臣訓示演
説、小松原文部大臣訓示要
領（四月二十二日）、「注意
事項」、内務大臣指示事項、
諮問。宮城県庁文書「明治
四十四年四月　地方官会議
関係書類」「明治四十四年四
月二十二日地方長官会議ニ
於ケル小松原文部大臣訓示
要領」（注意事項三点）、岐
阜県庁文書「明治四十四年
四月　地方官会議書類」総
理大臣訓示写、平田内務大
臣演示、大蔵大臣訓示、陸
軍大臣口演要旨、小松原文
部大臣訓示要領（注意事項も
あり）、農商務大臣訓示要旨。
岐阜県庁文書「明治四十四
年四月　地方官会議附属書
類」。東京都公文書館「明治
四十四年四月　地方長官会
議　 庶 務 課 」（630-C7-14）、
治安維持関連の注意事項の
み。
桂内閣総理大臣
訓示（明治44年4
月15日）『内閣総
理大臣訓示集』
47 1912年（明治45年） 4月10日 西園寺公望 長谷場純孝
東京都公文書館「明治四十五
年　地方長官会議参考表」
（630-A7-15）関係資料のみ。
山口県庁文書「明治四十四
年 四 十 五 年　 地 方 長 官 会
議提出事項」文部大臣訓示
（四十五年四月十五日）、内
務大臣よりの指示事項、諮
問事項。岐阜県庁文書「明
治四十五年四月　地方官会
議書類」内閣総理大臣演説
大要、農商務大臣訓示要旨、
原内務大臣訓示演説要旨、
日割（日程）、宿泊所、陸軍
大臣口演要旨、長谷部文部
大臣訓示要領（注意事項あ
り）
桂内閣総理大臣
訓示（明治45年4
月10日 ）『 内 閣
総 理 大 臣 訓 示
集 』「 長 谷 場 純
孝　地方長官会
議〔訓示〕」『歴
代文部大臣式辞
集』
　※ 『内務省史』第三巻、840〜844頁「地方長官会議一覧表」を元に作成。
　※ 「資料および備考」欄の空欄は資料未発見。
　※ *……文部大臣森有礼の死去は2月11日、大山巖の文部大臣就任は2月16日。
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　※ ……『歴代文部大臣式辞集』文部大臣官房総務課、1969年、『菊池前文相演述　九十九集』田
所美作編、大日本図書、1903年、『地方長官会議ニ於ケル　内閣総理大臣訓示集（自明治
三十六年一月至昭和十一年一月）』内閣編、1936年。
　※ ……紙幅の都合上、「資料および備考」欄は、適宜略記しているものもある。
　この一覧表を一瞥する限りでも、地方長官会議資料の保存状況に著しいばらつきがある
ことが看取できる。ある年の地方長官会議資料はごく一部、あるいは一か所にしか保存さ
れていなかったり、逆にある年（あるいはある期間）の資料は複数の地域で資料が見いだせ
たりする。いずれにせよ筆者が調査し得た範囲でという限定を持ちながらであるが、地方
長官会議に関わるまとまった資料が見出せるのは、1890年代半ば以降といってよい。次節
で述べる、地方長官会議関係資料に概ね共通してみられる資料群がまとめられるのも、ほ
ぼこの時期からといってよいだろう。
　加えてこれまでの調査の結果、各地に残されている地方長官会議資料に共通した形が見
出せるのはおよそ1906（明治39）年以降といってよい。この点、先にも触れたように竹永が
地方長官会議の確立画期を日露戦後と見たこととおおよそ符合する。地方長官会議におけ
る演説・訓示の印刷（活版、墨書、蒟蒻版による配布物化）、参考資料等の定式化に伴って、
それらが各地方において体系的な保存の対象となったのはこの時期とみてよいだろう。
　これらを要するに、1890年代半ばから1900年代初頭にかけて、各地方において地方長官
会議の位置づけや受け止め方がある程度確立したものとなったといえるのである。
2.　資料の保存形態
　資料は概ね「地方長官会議書類」などといった簿冊名を付して綴じられているが、全く
別の標題が附された簿冊に綴じられているケースもある。資料はおよそ1890年代半ばまで
は総理大臣および内務大臣、主務大臣の訓示演説、地方長官からの建議書等、あまりまと
まりのない資料群がその内容である。1890年代の地方長官会議は、地方長官による合議が
行われ、その結果の建議が大臣宛になされていた。1890（明治23）年、91（明治24）の地方長
官会議については会議録そのものが残され、日本教育史研究においてしばしば取り上げら
れる「徳育涵養ノ義ニ付建議」（1890年）ほか複数の建議がなされていた。1892（明治25）年
についても「町村立小学校教員薦挙方法改正ノ議」17ほか計7件の「建議案」を見いだすこ
とが出来るし18、1900（明治33）年についても第三次小学校令三月案に含まれていた不就学
者への科料処分反対の建議（内務大臣宛）、小学校教科用図書採定法改革に関する建議（内
地方長官会議と戦前期教育政策（１）
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務・文部両大臣宛）19も同様である。
　他方1901年以降、地方長官による「建議」があったことを示す資料は今のところ見出せ
ない。これに代わって資料に登場するのは、各府県の知事による「意見」や、主務大臣か
らの諮問に対する回答である。概ね1、内閣総理大臣および各省大臣の訓示（あるいは訓示
要旨、演説、演説要旨、口演、口演要旨など表現は区々）、2、各地方長官からの提出意見、
諮問への回答、3、参考資料、4、召集に関わる連絡通牒の四点によって構成されている。
もっともこうした内容が整うのは、先にも触れたように概ね1906年以降のことであり、「地
方（長）官会議」資料としてまとまった簿冊も各地に見いだせるようになる。各地に保存さ
れている「2」の提出意見は、欄外への書き込みが随所に見受けられ、地方長官会議にお
ける各意見の取扱いを垣間見ることが出来る。
　すべての会議に関する資料を確認していないので、現段階では仮説に止まるものの、
1890年代までと1900年代以降とでは、このように地方長官会議関係資料の保存形態に変化
が見られるのである。この変化は日露戦後経営に関わって、地方長官会議の役割がそれ以
前と変化したことが背景にあると考えられる。この年の地方長官会議の招集に当たっては、
内務大臣秘書官から各府県知事宛の次のような通牒が発せられている。
　内務大臣官房　丙第三〇〇号
　日露戦役モ既ニ終局ヲ告ケ戦後経営上地方ノ事務ニ関シ種々施設ヲ為シ若ハ刷新ヲ要ス
ヘキモノ多々之レアルヘクト存候就テハ従来ノ法令制規ニシテ改廃ヲ要シ又ハ新ニ施設ノ
必要アリト御認メノ事項有之候ハヽ来ル四月二十四日ノ御上京期以前意見書御提出相成度
依命此段及通牒候也
　明治三十九年三月三十日
　　　　　　　　　内務大臣秘書官
　　亀井宮城県知事殿20
「表１」の1906（明治39）年第40回会議の前後を見れば分かるように、これ以降は先の１〜
４の資料が広範囲にわたって体系的に保存されているのを見ることが出来る。
3.　各資料の概要  〜1888（明治21）年、1889（明治22）年の史料を対象として〜
　本節では各年の地方長官会議資料を検討することによって、開催方法等地方長官会議の
詳細について検討を加えてゆく。紙幅の都合上、通時的な史料分析は稿を新たにすること
とし、ここでは1888（明治21）年、89（同22）年の史料を検討して、体系的保存が始まる前の
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地方長官会議資料のサンプルを示しておきたい。
　3 （ー1）　1888（明治21）年
　この年の地方長官会議は、2月13日を初日として開催された。この時の会議に関する資
料は目下のところ、東京都公文書館所蔵「明治廿一年　地方官会議書類」（617-Ｂ6-3）のみ
である。ただしこの簿冊に関しては後年の地方長官会議資料までが綴じ込まれていて、88
年の会議に関わる史料は私が見る限り同年に作成された建議書一点のみである。建議書は
内務大臣宛の建議本文と、具体的な要望事項を箇条書きにした部分との二部構成になって
おり（いずれも無地紙、蒟蒻版）、要望事項は東京都公文書館所蔵のマイクロフィルムで確
認できる範囲では28項目に亘る。ただし最後の一項目は明らかに文末が頁の終わりで中断
された形になっているので、東京都公文書館所蔵の史料から建議の全貌を知ることはでき
ない。
　本史料と内容的に同一のものが山中永之佑監修『近代日本地方自治立法資料集成』2〔明治中
期編〕（弘文堂、1994年、以下『集成』2）に収録されている。同書1888（明治21）年の「地
方事務に関する建議書」21がそれで、原典は東京大学法学部附属近代日本法政史料センター
蔵「中山寛六郎関係文書」に収められているものとなっている。東京府罫紙が用いられて
いること、建議本文後の高崎五六の署名の後に高崎の印があるなど、東京都公文書館所蔵
史料とは異なる部分がある。先にも触れた通り東京都公文書館所蔵史料で確認できる建議
は28項目であるが、『集成』2所収資料により、建議が全39項目であったことが判明する。
　この建議書について『集成』2の解題では市制町村制の草案確定を受けた府県知事らが、
88年2月中に「会同」を行い、町村制市制講究会、府県書記官及び主任属官の質疑・議論
を経て行った二つの建議の一つであると位置づけており22、恒例で開催された地方長官会
議との関係は示していない。もう一つの建議である「市町村制御制定ニ付建議」（2月25日
付け）もこの年の地方長官会議関係資料として留意しておく必要がある（内容的にも地方学
事通則や第二次小学校令につながるものある）。
　さしあたりここでは地方（長）官会議史料として残されている東京都公文書館所蔵史料の
内容を紹介しておきたい。建議本文は次の通り。
地方事務ノ敏捷ト其経費ノ節減ヲ図ルハ目下ノ急務ニ候ヘハ之レカ為メニ法令成規ニ改正
ヲ加ヘ以テ煩冗ノ手数ヲ省カレン車ヲ希フハ実ニ止ムヲ得サルニ出ルモノニシテ敢テ超越
ノ事ニ無之ト信シ候ニ付左記ノ条項建議候条実況篤ト御洞察ノ上夫々主務大臣閣下ヘ御通
牒御採聴相成候様悃請ノ至ニ候也
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　　　　　　　　　　府県知事総代
　明治二十一年三月　　　東京府知事男爵高崎五六
　　　　　内務大臣伯爵山縣有朋殿
　まず留意しておくべきは、宛先が内務大臣山縣有朋一人になっており、建議内容に関わ
る主務大臣に対しては、内務大臣から通牒あるいは「採聴」するという手順で、地方長官
の意思伝達が行われていたということである。後の時期になると内務大臣だけでなく内閣
総理大臣や各主務大臣に宛てた建議が作成されるのだが、ここでは内務大臣（内務省）が地
方長官会議の内容を一手に統括していた様子を看て取ることができる。
　具体的な建議内容は「一　凡ソ諸届上申書ノ特ニ指揮訓令ヲ要セサルモノハ其副本ヲ省
キ単ニ正本一通ニ止メラレ度事」から始まり、教育政策に関わる事柄は24番目から4項目
が示されている。
一　尋常中学校ノ学科ニ商業若クハ工業ヲ加フル車ハ明治十九年文部省令第十四号ニ依
リ文部大臣ノ認可ヲ請ハサルヲ得ス其手数復タ少カラス因テ文部省ニ於テ予シメ学
科及ヒ程度ヲ示達セラレ而シテ土地ノ情況ニ依リ之ヲ加ルト否トハ府県知事ノ処分
ニ任セラレ度車
一　同上学科体操中兵式体操ハ明治十九年文部省令第十五号ニ依リ其方法及細目ヲ具シ
同大臣ノ認可ヲ経ヘキ定規ナレトモ同年同省訓令第六号ヲ以テ其細目ヲ示サレタレ
ハ右細目ノ範囲内ニ於テ便宜執行スルハ府県知事ノ処分ニ委任セラレ度車
一　尋常師範学校ノ経費予算ハ府県会ニ発付以前予メ文部大臣ノ認可ヲ受ケ府県会決議
ノ認可モ同様ノ手続ナレトモ地方税ノ経済ニ属スルモノハ皆専ラ府県知事ノ管理ス
ル所ナレハ独リ尋常師範学校ノ経費ニ限リ主務省ノ認可ヲ請フハ其権衡ヲ得ス且ツ
施行上ノ不便不少因テ地方税一般ノ費目ト同シク府県知事ノ処分ニ委任セラレ度車
一　尋常師範学校職員ニ宿直賄料及勉励手当ヲ支給スルハ明治二十年度限廃止スヘキ旨
視学官ノ通牒アリ蓋シ俸給ヲ得テ職務ニ従事スルモノハ宿直ハ勿論職務ニ勉励スヘ
キハ当然ナリト云フノ旨趣ナルヘシ然リト雖トモ一般ノ之ヲ廃スルニ非スシテ特ニ
師範学校職員ニ限リ之ヲ支給セサルハ彼是権衡ヲ得スシテ奨励上ニ影響ヲ与フル車
少カラサルカ故ニ旧ノ如ク之レヲ支給セラレ度車
　以上である。第一項に関しては早速にこの会議の翌1889（明治22）年6月13日、文部省令
第3号をもって「尋常中学校ノ学科及其程度」第7条「尋常中学校ニ於テハ土地ノ情況ニ因
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リ文部大臣ノ認可ヲ経テ商業工業ノ科ヲ置クコトヲ得」から「文部大臣ノ認可ヲ経テノ十
字ヲ削除ス」ることとなった。また同じく第二項に関しても「尋常中学校ノ学科体操中兵
式体操ノ儀ハ其方法及細目ヲ具シテ文部大臣ノ認可ヲ経ヘシ」とした86年6月24日文部省
令第15号を、89年6月12日文部省令第3号をもって廃止している（同日、兵式体操の細目を
定めた86年文部省訓令第6号も廃止している）。
　第三項に示された経費云々のことは師範学校令第5条「尋常師範学校ノ経費ニ要スル地
方税ノ額ハ府知事県令其予算ヲ調整シ文部大臣ノ認可ヲ受クヘシ」という規定を指してい
る。この建議については91（明治24）年の師範学校令中改正（11月17日勅令第216号）におい
て、第5条を「尋常師範学校ノ設備ニ関スル規則ハ文部大臣之ヲ定ム」と改める形で映さ
れることになる。この改正は旧第5条にあった経費に関わる事柄（府知事県令が予算を調整
し、文部大臣の認可を受ける）を全面的に削除するものであった。この改正の理由につい
ては同勅令の「説明書」に次のように示されている。　
現行ノ本条ニ於テハ尋常師範学校ノ経費予算額ハ府県知事ヲシテ文部大臣ノ認可ヲ受ケ
シメ其予算ハ明治二十一年月八文部省訓令第一号尋常師範学校設備準則ニ依リ之ヲ編制
セシメタリ而ルニ今ヤ行政上ノ方針ハ地方自治ノ精神ト相伴ハサルヘカラサルニ独リ尋
常師範学校ノ経費予算ニ於テ斯ノ如キ処理ヲナスコト今日ノ情勢ニ適応セサルナリ然レ
トモ徒ニ地方ノ自治ニ伴ハシメンコトヲ欲シテ一定ノ標準ナカラシメンカ各府県区々ノ
設備ヲナシ或ハ其発達シタル事業ヲ縮少センコトヲ恐ル是レ現行第五条ノ規定ニ換フル
ニ設備ニ関スル規則制定ノ事ヲ以テシタル所以ナリ23
　この「設備ニ関スル規則ハ文部大臣之ヲ定ム」という改正規定に対応して制定されたの
が1892（明治25）年7月文部省令第12号尋常師範学校設備規則であった。88年の尋常師範学
校設備準則が職員数から始まって教室その他の備品、消耗品、その他雑費まで細々と取り
決めていたのに対し、92年設備規則の場合は全13条、特段に具体的な品名・数を示したり
指定することもなく、設置場所の条件や環境、設備備品等の概要を示したのみで、極めて
簡素化されている24。
　建言の第四項に関しては、関連事項を示すことは出来ない。また建言の中にある「視学
官ノ通牒」も、目下のところ発見できていない。
　ともあれ88年の会議における地方長官の要求は、地方自治制度の発足期という条件もあ
るだろうが、教育に関わる部分だけで見れば文部省の政策展開上、酌まれるところが多かっ
たということができる。
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　なおこの年の地方長官会議に関する史料として88（明治21）年12月22日付文部大臣内訓総
2843号がある。この内訓の中に「之等ノ主旨ハ本年二月廿日本大臣ノ官舎ニ於テ各地方長
官ニ向テ達示シ其筆記ハ印刷シテ其際配布シ」という文言がある。この年の地方長官会議
は2月13日から始まっているから、上の引用にある文部大臣官舎での「達示」も地方長官
会議の一端として行われたものということも考えられる。今のところこの「印刷」した「筆
記」を発見していないし、内訓総2843号も厳密には地方長官会議資料とはいえないが、会
議と同じ時期に地方長官に対してどのような「達示」があったのか見ておきたい。
　内訓の内容を見てみると、まず小学校設置区域を定めるのは小学校令第2条にある通り
府県知事であり、この点は市制町村制が施行された場合でも変わりはないという断りから
始まっている。その上で次のことが先に触れた「之等ノ主旨」として述べられている。
現行ノ勅令ノ明文ニ依レハ小学校ハ高等科尋常科ヲ正面ニ立テ簡易科ハ土地ノ状況ニ依
リ尋常科ニ代用スルヲ得ルコトニ相成居候得共目今ノ有様何レノ町村ニ於テモ授業料ヲ
納メテ尋常科ニ入ルコト能ハサル児童甚タ多ク実際簡易科ヲ必要トスル状況ナルニ由リ
将来各市町村ハ専ラ力ヲ簡易科ノ設備ニ用ヒ其高等科尋常科ハ授業料又ハ学校所有ノ財
産等ヲ以テ其経費ヲ支弁スルヲ旨トスヘキ儀ニ有之此等ノ主旨ハ本年二月廿日本大臣ノ
官舎ニ於テ達示シ其筆記ハ印刷シテ其際配付シ置タル筈ニ候然レハ将来小学校設置ノ区
域ヲ区画スル場合ニ於テ其市町村ノ資力ハ専ラ簡易科ノ設備ヲ完全セシムルヲ目的トシ
テ之ヲ指定シ市町村ヲシテ其普通教育ノ責務ヲ完クセシムルコト肝要ニ候為念此段及内
訓候也25
　この内訓自体はすでに『日本近代教育百年史』第3巻で取り上げられており、第一次小
学校令における高等・尋常小学校本体論を、小学簡易科基軸論に「修正」したものと位置
づけられている26。『日本近代教育百年史』では先の引用の後半部分「此等ノ主旨ハ本年二
月廿日本大臣ノ官舎ニ於テ〜」の部分が「中略」とされているが、この中略部分には注目
しておく必要がある。というのはこの部分によって、小学簡易科に関する「修正」が88年
2月の段階ですでに地方長官に示されていたことが明らかになるからである。
 このことを視野に入れると、全国的な簡易科設置のピークが88年〜89年になることの背
景に関しても、また一つ要素が加わることになるのではないだろうか27。この文部大臣の
内訓の直前（12月1日付）には内務大臣山縣有朋からも市町村制実施に関する内訓が発せら
れているし28、同じく12月付けで文部省視学官から市町村制実施後も小学校設置区域の決
定責任は第一次小学校令の通り府県知事にあることは「毫モ変更スル車無之」旨の通牒も
56（56）
地方長官会議と戦前期教育政策（１）
人文論集　第 44 巻　第 1・2 号
発せられている29。内訓総2843号もこれらに足並みを揃えて出されたものであって、簡易
科に関わる方針転換自体は88年初めに地方長官に示されて、如上の簡易科設置が展開した
ということになるのである。
　3−（2）　1889（明治22）年地方長官会議関係資料
　この年の地方長官会議は『内務省史』によれば2月13日が開催初日となっている。そし
て会議終了の時期に関しては『東京朝日新聞』が「今回上京を命ぜられたる各府県知事ハ
憲法発布後の事及び市町村制実施の期限等も迫り種々地方政務多端の際なるを以て予て滞
京期限を十五日間と限り来る廿日頃までにハ何れも帰任せしめらるゝ筈なりと」30と報じ
ている。
 本会議に関するまとまった史料は、目下のところ発見できていない。ただし直接地方長
官会議とは関連づけることは慎重を期さなければならないものの、留意すべき関連資料と
して国会図書館蔵「明治二十二年二月八日文部大臣官邸ニ於テ地方長官ニ演述ノ要旨」が
ある（活版9頁）。先にも触れたとおりこの年の地方長官会議は2月13日を初日として開催さ
れているから、地方長官会議中になされた演述の資料とはいえない。まして会議の開催ま
で5日も間隔がある日付での「演述」であるから、公的に地方長官を対象として行った演
述であるとも言い難いのだが、演述中に「今日御来会ヲ請フタルハ」とあることから、正
式な招集であったとみることもできる。ただそれならば何故地方長官会議とは別に招集を
行ったのか理由が分からない。ただし前にも触れたように地方長官会議の形態は変遷する。
会議のフォーマットがある程度固まると、召集→総理大臣、内務大臣の訓示→関係省の訪
問→当該省大臣の訓示という順序になるのだが、89年当時のありようについてはまだ明ら
かにすることはできない。
　またこの資料のタイトルこそ「文部大臣官邸ニ於テ」とあるものの演述の主体が資料中
に明示されていないので、後年の地方長官会議で行われた各主務大臣の「訓示」「演説」、
あるいはそれらの「要領（要綱等々）」と同じ性格のものか確定できないし、従ってこの「演
述」の地方長官に対する影響力に関しても判断が難しい。文部大臣演説の類は教育関係雑
誌に掲載されることがあるが、目次を見る限り2月3月は森の遭難と文部大臣交代の記事ば
かりで演述の掲載は見いだすことができない。加えて資料の文面のみから森自身による演
述か否かを断定することは困難である31。
　このように不確定要素の多い資料ではあるが、さしあたり89年の段階で文部省が地方長
官に対してその施策方針を示した資料としてここで検討しておきたい。内容的には同年2
月5日の府県学務課長に対する演説32と共通点が多く、趣旨の変更や修正のようなものも見
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いだせない。同演説中にも「今回モ府県知事モ出京シテ居ラルヽカラ然ウ云フ事柄ハ皆府
県知事集会ノ時ニ譲ル」33という文言がある。
　演述は「全国学事ノ有様ハ各位ノ御尽力ヲ以テ上進シタルニハ相成度相□
( 判 読 不 能 )
□□□今日御
来会ヲ請フタルハ矢張学事ノコトニ付一二ノ御話ヲ致シタキコトアリタレハナリ」と始ま
る。これに続いて展開される内容は、およそ小学校の維持経費のこと、教員任選の件（府
県教育会のこと）、地方設立による学校の種類について、修身教育に関すること、徴兵令
についての5点にまとめることができるが、主な内容よりも言葉の端々に留意すべき点が
ある。例えば「税金ヲ以テ（学校を——柏木）設立セントスルモノアルトキハ府県知事ハ之
ニ干渉スヘキ責任アリ下等ノ小学校ヲ設立スルニ其依ラサル可カラサル方法ハ勅令ナリ又
ハ省令訓令ナリヲ以テ之ヲ定ムヘシ」とした後、「今茲ニ一言シ置キタキコトアリ」とし
て次のようにいう。
此迄ノ習慣ニテハ教育ハ一種漠然タルモノニ見ユ乃チ教育ハ読書算ノミガ必要デアルト
云フ様ナ車ナリ封建時代トハ違ヒ今日ハ較々少シト雖モ学校ニ児童ヲ遣レハ唯々理屈ノ
ミヲ覚ヘテ働クト云フコトヲナサス如斯ハ士族ニ多カリシモ農工商ニモアリ其児童タル
モノカ働クト云フコトヲナサス怠惰ニ陥ル様テハ教育トハ云ヒ難シ此点ハ東京ニテモ地
方ニテモ屡々申タ事アレトモ未タ行ハレ兼ヌルナリ其罪ハ畢竟教員其人ニ在リ斯ク云フ
トキハ自分ノ手下ノ教員ノ悪口ヲ云フ様ニテ不本意ナレトモ致方ナシ教員ヲシテ充分其
本分ヲ尽サシムルハ文部省ニ於テモ之ヲナスコト勿論ナレトモ地方長官ニ於テモ其様ニ
セラルヽ様意ヲ注カレンコトヲ乞フ読書算ハ児童成長ノ後仕事ヲ為ス助ク道具ナリ然ル
ニ其仕事ヲナスコトヲ嫌フ様ニテハ寔ニ不都合ノ至ナリ仕事ノ助ケヲナサヽル読書算ナ
レハ実ハ用ハナキ筈ナリ故ニ学校ニ於テ読書算ヲ教ユルコトハ仕事ヲスルニ最モ良ク最
モ鋭クスル助ケ道具デアルト云フ趣旨ヲ教員ニ思ハシムル様監督アランコトヲ乞フ
　要するに「農工商」の児童においても「読書算ノミ」の教育によって家業を軽視する向
きがあること、そうした児童の傾向を生み出しているのは教員が「読書算ヲ教ユルコトハ
仕事ヲスルニ最モ良ク最モ鋭クスル助ケ道具デアルト云フ」教育の趣旨を理解していない
からだと述べているのである。森が「技芸」に偏重した教員を批判していたことはすでに
指摘されるところであるし34、この引用部分はかつて森自身が「従来教員ハ生徒ニ読書算
ノ芸ヲ教フルノミヲ以テ其職務ト思ヒ、只管其習ヒ得タル儘ヲ移シテ生徒ニ伝フレハ足レ
リトシタルカ如キ状況ナリシカ」35と述べていたことが想起される。こうした教員のあり
ようへの指摘に関連させて、修身教育に言及する。
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尚ホ一ツハ御承知ノ通西洋各国ト違ヒ日本ハ未タ家庭教育充分ナラス修身ノコトモ亦然
リ段々今日ノ経験ニ依リテ見ルトキハ中々家庭ノコトハ良クナラス修身ノコトモ教員タ
ルモノ良クナラサル間ハ従テ良クナルコト能ハス
　ここでも教員のあり方が引き合いに出されている。そしてこのような状況については「文
部省ニ於テモ困却」しているけれども、具体的にどのように改めてゆくか、文部省として
どのような方策を考えているか。
之カ救済ヲ計ルノ途ハ国君ト云フコトヲ以テ励マスコト最モ適当且近道ト思考ス此事タ
ル新事業ヲ行フニアラス元来アリタルコトヲ一層厳重ニスルコトニテ国家ト云フモノハ
無形ナルモノナレトモ之ヲ仏ノ如ク神ノ如ク大切ノモノニナシ仕事ヲナサシムルモ学科
ヲ学ハシムルモ国家ト云フコトヲ以テ思想ヲ支配シ鼓舞シテ行クヨリ外良策ナカルヘク
亦実際斯クセサルヲ得サルナリ世ノ中ニ宗教ヲ基トスルヲ良シトスルノ説アレトモ容易
ニ行ハレス独リ国家ト云フコトヲ一ト向ニスルヲ良トス
　これに続けて「此事ニ付テハ文部省ニ直轄学校長及文部省高等官ヲ集メテ演述シ其摺立
タルモノアレハ尚ホ御参考ヲ乞フ」とあるが、この「摺立」については今の発見できてい
ない。この翌年の地方長官会議で「徳育涵養ニ付建議」が提出されるわけであるが、その
前年の段階では「新事業ヲ行フニアラス」という文部省の方針が示されていたことは留意
しておいてよいだろう。一部の地方長官が「徳育の根本になるものの樹立」に対する要望
を持ち始め、1888（明治21）年から「躍起運動した」ことはすでに海後宗臣が明らかにして
いるところである36。文部省、そして当然森有礼もそのような動きは知っていただろうし、
石井省一岩手県知事をはじめとした地方長官たちも「銘々激論して巡った」37とあるから
直接やりとりすることがあったことも推測できる。そのような動きに対して「此事タル新
事業ヲ行フニアラス」と明言したのであった。
　これについで徴兵令のことについて「申ス事アリ」として次のようにいう。
世ノ上流ニ立ツ者カラシテ自身ノ子ナリ厄介ナリ是非兵役ニ出シ兵役ニ出テサルモノハ
満足ノ人間ニアラスト云フコトナスコトハ国ヲ強クシ富マシムルニ於テ最モ必要ノコト
ナレハ御互ノ身分ヨリ率先シテ之ヲナス可キヲ良トス諸君ハ勿論諸君ノ処ニ奉職スル人
及県会議員其他主ナル人ニハ皆此思想ヲ以テセラレタシ是ハ教育上実ニ必要ノコトナリ
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此思想ノ不充分ナル限リハ良キ教育ハ到底行ハレサルナリ此度徴兵令改正ニテ富者ハ多
ク出テ貧者ハ多ク免カルヽヲ得ルニ至レリ学校ノ職員等ハ充分之ヲ利用スヘキ事ナリ是
事ニ付テモ摺モノニナシ置キタルモノアレハ御参考ヲ乞フ
　これは地方長官に対しては痛烈な「訓示」であった。ここまで修身教育の政策的不備を
一方的に地方長官から批判されていたわけであるが、地方長官たちにとってはさしあたり
批判のしようのない「国君ト云フコトヲ以テ励マス」ことを方策として示しつつ、「国ヲ
強クシ富マシムル」ことを率先して体現すべきは「諸君ハ勿論諸君ノ処ニ奉職スル人及県
会議員其他主ナル人」と“指名”したのであった。
　この演述は次のように結ばれている。
府県知事ノ前年御集会ニ於テ四五ヶ条斯クナリタキト云フ御建議アリ其中尤モノコトア
レトモ近ク学校令ノ改正モアルニ依リ採ルヘキモノハ之ヲ取リ採ラサルモノハ之ヲ除ク
ヲ以テ其時ヲ俟テ御承知アリタシ
　「前年御集会ニ於テ四五ヶ条斯クナリタキト云フ御建議」とは前々号から紹介した建議
を指しているとみてよいし、それらが事実師範学校令の改正も含めて採り入れられたこと
はすでにみた通りである。
　なおこの年の地方長官会議に関わる資料としては、これも周辺的なものと断らざるを得
ないが1889（明治22）年2月9日付けの資料として「東京府知事高崎五六市制町村制実施ニ付
テノ建議」がある。これは『集成』２に収録されているが38、本資料についての付帯情報
は見いだせないので、ここでは内容と「明治二十二年二月九日　各府県知事総代　東京府
知事男爵　高崎五六」との日付および署名から、さしあたり先の文部大臣官邸における演
述要旨と同様に広義の地方長官会議資料として考えておく。建議は次の通りである。
　昨二十一年法律第一号ヲ以テ御発布相成候市制町村制ハ、本年四月一日ヲ期シ過半ノ
府県実施ノ積ヲ以テ夫々閣下ヘ具申シ、既ニ御裁可ヲ得タル県々モ有之、他ノ府県モ引
続キ御裁可ヲ乞フノ希望ヲ以テ孜々実施ノ準備中ニ候処、亥ノ年二月小官等上京ノ節建
議仕候通、市町村制実施若クハ之レト同時ニ御断行アランコトヲ熱望スル要件、就中国
税徴収ノ事、学区及小学校経済法改正ノ事等ハ夫々御詮議モ被為在、不日何分ノ御発令
モ可有之儀ト確信仕候ニ付、今復タ重ネテ陳弁スルノ必要モ無之、殊ニ市町村制実施ノ
期ニ切迫シ、僅ニ一ヶ月余ヲ残スノミナレバ、地方事務大体ノ改良得失ノ議ハ姑ク擱キ、
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唯従前施設ノ事業ヲ維持シ、在来ノ事務ヲ継続スルノ上ニ於テ聊措弁ニ苦ミウモノ二三
件ヲ左ニ摘載シテ速ニ御処分アランコトヲ希望仕候。
　ここにある「亥ノ年二月小官上京ノ節建議」とは1887（明治20）年2月の地方長官会議の
際に行った建議と思われる。またこの建議の末尾に「一昨二十年三月上京ノ節府県郡制ノ
綱領御内示ニ預リ、当時小官等ノ意見数ヶ条建議仕置キ」とあるから、この年は2月と3月
に少なくとも2つの建議が行われたものと思われる。ただ目下のところ、私の調査した範
囲ではこの年の地方長官会議に関する史料は管見に入らない。唯一これも周辺的、傍証的
なものに止まらざるを得ないのだが、『集成』2に「在京府県知事地方制度改正ニ関スル意
見書ヲ内務大臣ニ提出」を見いだしているのみである39。これは日付が「三月」となって
おり、引用中にある「国税徴収ノ事、学区及小学校経済法改正ノ事」にあたる内容が見ら
れない。
　89年建議に戻ると、「学区及小学校経済法改正ノ事等ハ……今復タ重ネテ陳弁スルノ必
要モ無之」とあるように、特に改めて挙げられていることはない。ただ市制町村制におい
て「町村ノ区域ニ依ラザル水利土功ノ事業及町村ノ区域ニ依ラズシテ学校ヲ設置スルモノ
ニ処スル方法規則」を別に定めることになっているが、水利土功のことは「固ヨリ緊急必
須ノ事」であるし、また学校に関わることも「町村分合ト共ニ設置区域ノ変動ヲ受ケ」校
舎の建築や規模の拡張などが必要であるから、これらを単一の規則にまとめるのではなく、
「速ニ単行ノ規則ヲ発布セラルヽカ、又ハ姑ク従前ノ規則ニ拠ルベキ旨布告」することを
求めている。
　小 括
　本稿では教育制度・政策を軸として地方長官会議の役割を検討する作業の端緒として、
筆者が調査した範囲から地方長官会議資料の保存状況とそれから窺うことのできる会議の
ありようを検討してきた。
　長期的な検証については稿を改めるが、資料の残存状況が乏しい時期の会議の形態、そ
して会議における地方長官と各主務省との緊張関係に関しては、把握しきれない点が多く
ある。この点は竹永がすでに地方長官会議研究の課題として示している通り、それぞれの
地方長官会議についての基礎的検討を踏み込んで行う必要がある。
　とはいえ本稿「3」で示したとおり、公的機関に関連資料がまとまった形で見いだせな
くとも、周辺資料によってある程度会議の概要や内容、現実化した教育制度政策との関連
を窺うことができる。また後年の政策動向と会議資料との関連を検討することにより、地
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方長官および会議の政策決定に関わる役割や、逆に中央の政策展開過程における会議の役
割を浮き彫りにすることができる。
　本稿では紙幅の都合上具体的な検討対象は1888（明治21）年、89（明治22）年の２回の地方
長官会議のみをとせざるを得なかったが、今後これ以降の会議の検討を行ってゆく。
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